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地方公務員の職員採用方法の多様化について 

 

 

 令和２年度の地方公務員の競争試験の状況については、「令和２年度地方公共団体の勤

務条件等に関する調査」の結果（別添１）によると、受験者数が 468,530 人（対前年度＋

28,404人）、合格者数が 78,765人（対前年度＋481人）及び競争率が 5.9倍（対前年度＋

0.3倍）となっています。受験者数が９年ぶりに、競争率が 10年ぶりにそれぞれ増加に転

じたものの、平成 23年度の状況（受験者数 618,734人、競争率 8.8倍）と比べると依然と

して低い水準に留まっています。 

 受験者数・競争率が低水準に留まっている背景には、人口減少や少子化、社会情勢の変

化や就業意識の多様化等があると考えられますが、地方公共団体が安定的に適切な行政サ

ービスを提供するためには、有為な人材を確保することが非常に重要であると考えられま

す。 

このため、近年、地方公務員の職員採用試験に関して、様々な実施方法の創意工夫等が

行われていることから、本年度は、「勤務条件等に関する調査の附帯調査について（照会）」

（令和３年８月 27日総行公第 87号・総行安第 48号）により、地方公務員の職員採用試験

の実施方法に関する調査を行い、今般、その結果について別添２のとおり取りまとめまし

た。 

各地方公共団体においては、これらの取組を参考にするとともに、下記の事項にも留意

の上、取り組まれますようお願いいたします。 

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対してもこれらを周知してい

ただくようお願いいたします。 

なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システム

を通じて、各市区町村に対して情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法第 59条（技術的助言）及び地方自治法第 245条の４（技術的助



言）に基づくものです。 

 

記 

 

１ 中途採用の取組の推進 

  令和２年度において、長年減少傾向が続いていた受験者数・競争率が増加に転じたの

は、地方公共団体において中途採用試験が広く実施されるようになってきていることが

寄与している。令和２年度は中途採用試験を実施した団体数が 906（対前年度＋112）、

受験者数が 98,455人（対前年度＋44,430人）、採用者数が 8,331人（対前年度＋1,991

人）及び採用倍率が 11.8倍（対前年度＋3.3 倍）となっている。 

  地方公共団体における就職氷河期世代支援等の採用実績については、「地方公共団体

における就職氷河期世代等の採用実績等について」（令和３年８月 10日付け総行公第 78

号）によりお示しをしているところであり、就職氷河期世代支援に係るものをはじめと

した経歴不問の中途採用試験に加え、経験者採用試験を含め、中途採用の取組を今後と

も進めていただきたいこと。 

 

２ 職員採用試験の多様化 

  地方公務員の職員採用試験の実施方法に関する調査結果によると、採用試験区分の新

設や、実施時期の調整や手法の変更など受験者を増加するための工夫、人物重視の採用

を指向した取組、共同採用の実施などが多くの地方公共団体で多岐にわたる職種区分に

おいて行われている。また、受験者の増加・多様化のための取組が採用業務効率化にも

繋がっていること等が取組の効果として挙げられている。調査結果も参考に、地域の実

情に応じた職員採用試験の実施に今後とも取り組んでいただきたいこと。 

 

３ 選考採用の活用及び選考採用に当たっての留意点 

  採用は、職員以外の者を職員の職に任命することであり、任命の中でも最も重要な意

味を有する行為であることから、人事委員会を置く地方公共団体においては、原則とし

て最も厳格な能力の実証の方法である競争試験によるものとされているが、経済性、効

率性、能率性の観点から、人事委員会規則（競争試験等を行う公平委員会を置く地方公

共団体においては、公平委員会規則）で定める場合には、競争試験以外の能力の実証に

基づく試験である選考によることができることとされている（地方公務員法第 17条の２

第１項）。また、人事委員会を置かない地方公共団体においては、採用は、競争試験又

は選考によるものとされている（同条第２項）。 

  国家公務員の採用に関しては、採用昇任等基本方針（平成 26 年６月 24 日閣議決定、

令和２年 12 月 25 日一部変更）（別添３）において、「行政課題が複雑・高度化しつつ

ある中、多様かつ専門的な能力及び経験を有する人材を登用するため、選考採用を活用

する」とされ、係員の官職以外の官職に採用しようとする場合等において、選考採用が

一般的に活用されるようになってきている。地方公務員の採用に当たっても、競争試験

の実施に限らず、多様かつ専門的な能力及び経験を有する人材を登用する観点から、選

考採用を活用していくことも考えられること。 

  なお、国家公務員の採用昇任等基本方針においては、選考に当たっての留意点として

「求める人物像をあらかじめ明らかにするよう努めるとともに、職務の特殊性等を踏ま

えつつ、採用する官職、当該官職に求められる標準職務遂行能力及び専門的知識・技術、

能力の実証の方法等を十分な時間的余裕を持って明らかにして公募を行うことを原則と



する。その際、公務内外を通じ、広く募集することに努めるものとする。」ことが示さ

れている。 

地方公務員の選考採用に際しても、地方公務員法の平等取扱の原則（同法第 13 条）、

能力の実証に基づく任用（同法第 15条）、採用する職に求められる標準職務遂行能力及

び適性を有することの判定（同法第 21条の２第１項）等の規定に基づき、国家公務員と

同様に採用昇任等基本方針において示されている点に十分留意することが必要であるこ

と。 

 

 （参考） 

 ○ 別添１「令和２年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果（抄）」 

 ○ 別添２「地方公務員の職員採用試験の実施方法に関する調査結果」 

○ 別添３「採用昇任等基本方針（平成 26 年６月 24日閣議決定）」 

【連絡先】 総務省自治行政局公務員部公務員課 

公務員第４係 川﨑、西野、越山 

電話 ０３－５２５３－５５４４（直通） 



１．競争試験の状況
（１）競争試験全体の状況

　（注）グラフ上の「受験者数」及び「合格者数」について、（単位：千人）で表示している。

　（注）本表における「競争率」は、受験者数（実数）に対する合格者数（実数）の占める割合をいう。

（２）中途採用の状況（都道府県・指定都市）

　（注）本表は、都道府県及び指定都市において各年度に実施された中途採用試験（主に新卒者を対象に行う採用試験

　　　　以外の試験）の実施状況について記載している。

　（注）本表における「採用倍率」は、受験者数に対する採用者数の占める割合をいう。

〇 過去１０年間の競争試験における受験者数、合格者数及び競争率の推移

〇 過去１０年間の中途採用試験における受験者数、合格者数及び採用倍率の推移
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競争率（単位：千人）

➢ 受験者数は、468,530人で前年度比で28,404人増加。 ※9年ぶりに増加

➢ 競争率は、5.9倍で前年度比0.3ポイント増加。 ※10年ぶりに増加

➢ 減少傾向が続いていた受験者数・競争率について、 中途採用試験の受験者数、

合格者数及び採用倍率の増加の影響等により、増加に転じている。

（単位：倍）
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➢ 受験者数は41,736人で前年度比20,302人増加しており、採用者数は、2,793人
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地方公務員における働き方改革に係る状況
～令和２年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果の概要～
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受験者数 合格者数 採用者数 競争率 受験者数 合格者数 採用者数 競争率 受験者数 合格者数 採用者数 競争率 受験者数 合格者数 採用者数 競争率 受験者数 合格者数 採用者数 競争率

大学卒業程度試験 118,257 21,164 13,600 5.6 111,795 19,828 13,381 5.6 102,606 19,628 12,991 5.2 89,220 19,013 12,982 4.7 78,438 18,822 13,158 4.2

短大卒業程度試験 12,916 1,559 938 8.3 9,328 1,428 1,190 6.5 8,439 1,498 1,213 5.6 7,558 1,476 1,179 5.1 7,645 1,607 1,101 4.8

高校卒業程度試験 58,692 8,753 5,936 6.7 57,644 9,047 6,304 6.4 58,015 8,482 5,859 6.8 56,681 8,550 5,963 6.6 52,289 8,606 5,523 6.1

そ の 他 の 試 験 423 57 43 7.4 769 195 128 3.9 607 179 134 3.4 431 86 99 5.0 4,388 457 398 9.6

計 190,288 31,533 20,517 6.0 179,536 30,498 21,003 5.9 169,667 29,787 20,197 5.7 153,890 29,125 20,223 5.3 142,760 29,492 20,180 4.8

大学卒業程度試験 178,865 22,776 18,466 7.9 170,799 23,034 18,497 7.4 161,278 23,830 18,804 6.8 150,906 22,968 18,002 6.6 171,563 23,553 18,274 7.3

短大卒業程度試験 39,788 9,851 8,652 4.0 38,599 9,771 8,620 4.0 34,167 9,566 8,027 3.6 31,321 9,064 7,763 3.5 31,760 8,247 7,097 3.9

高校卒業程度試験 64,727 7,839 6,780 8.3 65,577 8,286 6,886 7.9 64,812 8,845 7,305 7.3 64,759 8,549 6,936 7.6 75,145 8,716 6,960 8.6

そ の 他 の 試 験 12,327 1,491 1,210 8.3 10,554 1,730 1,529 6.1 8,559 1,554 1,384 5.5 9,465 1,701 1,476 5.6 15,061 2,094 1,807 7.2

計 295,707 41,957 35,108 7.0 285,529 42,821 35,532 6.7 268,816 43,795 35,520 6.1 256,451 42,282 34,177 6.1 293,529 42,610 34,138 6.9

大学卒業程度試験 11,309 1,880 1,681 6.0 10,598 1,928 1,607 5.5 10,001 1,993 1,597 5.0 8,683 1,901 1,560 4.6 9,656 1,861 1,425 5.2

短大卒業程度試験 4,023 1,088 1,012 3.7 3,668 1,159 1,011 3.2 3,331 1,121 977 3.0 3,028 1,089 952 2.8 2,638 901 793 2.9

高校卒業程度試験 17,777 3,084 2,863 5.8 17,783 3,295 2,807 5.4 16,525 3,345 2,767 4.9 16,491 3,392 2,836 4.9 18,504 3,453 2,775 5.4

そ の 他 の 試 験 1,296 403 365 3.2 1,145 357 308 3.2 1,483 461 396 3.2 1,583 495 384 3.2 1,443 448 384 3.2

計 34,405 6,455 5,921 5.3 33,194 6,739 5,733 4.9 31,340 6,920 5,737 4.5 29,785 6,877 5,732 4.3 32,241 6,663 5,377 4.8

大学卒業程度試験 308,431 45,820 33,747 6.7 293,192 44,790 33,485 6.5 273,885 45,451 33,392 6.0 248,809 43,882 32,544 5.7 259,657 44,236 32,857 5.9

短大卒業程度試験 56,727 12,498 10,602 4.5 51,595 12,358 10,821 4.2 45,937 12,185 10,217 3.8 41,907 11,629 9,894 3.6 42,043 10,755 8,991 3.9

高校卒業程度試験 141,196 19,676 15,579 7.2 141,004 20,628 15,997 6.8 139,352 20,672 15,931 6.7 137,931 20,491 15,735 6.7 145,938 20,775 15,258 7.0

そ の 他 の 試 験 14,046 1,951 1,618 7.2 12,468 2,282 1,965 5.5 10,649 2,194 1,914 4.9 11,479 2,282 1,959 5.0 20,892 2,999 2,589 7.0

計 520,400 79,945 61,546 6.5 498,259 80,058 62,268 6.2 469,823 80,502 61,454 5.8 440,126 78,284 60,132 5.6 468,530 78,765 59,695 5.9

　　

　　　　　　短大卒業程度試験：中級試験と称して行った試験又は短期大学卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験

　　　　　　高校卒業程度試験：初級試験と称して行った試験又は高校卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験

　　　　　　その他の試験：中学校卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験又は資格及び学力の程度を問わないで行った試験

　　　２　「市区」には、政令指定都市を含む。

　　　３　競争率は、受験者数／合格者数

　　　　　　大学卒業程度試験：上級試験と称して行った試験又は大学卒業程度の学力を有すると認める者を対象として行った試験

表１７　競争試験における受験者数、合格者数、採用者数、競争率の推移
（単位：人、倍）

区　　分
平　成　２８　年　度 平　成　２９　年　度 平　成　３０　年　度 令　和　元　年　度 令　和　２　年　度

都
道
府
県

市
区

町
村

合
計

（注）１　試験区分は、以下による。



　　　（注）　競争率は受験者数／合格者数

図１　過去１０年間の競争試験における受験者数、合格者数、競争率の推移

618,734

600,861
583,541

552,760
536,627

520,400
498,259

469,823

440,126 

468,530

400

500

600

700

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度

（単位：千人）

69,995

73,064 73,655

78,873
81,920

79,945 80,058 80,502
78,284 78,765

50

60

70

80

90

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度

（単位：千人）

8.8 8.2 
7.9 

7.0 

6.6 6.5
6.2

5.8 
5.6

5.9

5

6

7

8

9

10

23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 令和元年度 ２年度

（単位：倍）
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過去１０年間の合格者数の推移

過去１０年間の競争率の推移



受 験 者 数 合 格 者 数 採 用 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 採 用 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 採 用 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 採 用 者 数 受 験 者 数 合 格 者 数 採 用 者 数

男　性 137,414 21,799 13,952 128,551 20,946 14,282 119,562 20,216 13,355 103,738 18,667 13,062 80,978 16,251 12,801

（ 割 合 ） (72.2%) (69.1%) (68.0%) (71.6%) (68.7%) (68.0%) (70.5%) (67.9%) (66.1%) (67.4%) (64.1%) (64.6%) (56.7%) (55.1%) (63.4%)

女  性 52,874 9,734 6,565 50,985 9,552 6,721 48,478 9,371 6,842 43,518 9,215 7,161 36,150 8,237 7,379

（ 割 合 ） (27.8%) (30.9%) (32.0%) (28.4%) (31.3%) (32.0%) (28.6%) (31.5%) (33.9%) (28.3%) (31.6%) (35.4%) (25.3%) (27.9%) (36.6%)

不　明 1,627 200 6,634 1,243 25,632 5,004

（ 割 合 ） (1.0%) (0.7%) (4.3%) (4.3%) (18.0%) (17.0%)

計 190,288 31,533 20,517 179,536 30,498 21,003 169,667 29,787 20,197 153,890 29,125 20,223 142,760 29,492 20,180

男　性 172,975 19,458 17,101 168,785 19,982 17,260 152,929 20,112 17,336 123,947 16,255 16,211 133,790 15,948 16,168

（ 割 合 ） (58.5%) (46.4%) (48.7%) (59.1%) (46.7%) (48.6%) (56.9%) (45.9%) (48.8%) (48.3%) (38.4%) (47.4%) (45.6%) (37.4%) (47.4%)

女  性 107,197 20,878 18,007 103,829 21,208 18,272 96,846 21,322 18,184 78,743 17,953 17,966 87,331 17,538 17,970

（ 割 合 ） (36.3%) (49.8%) (51.3%) (36.4%) (49.5%) (51.4%) (36.0%) (48.7%) (51.2%) (30.7%) (42.5%) (52.6%) (29.8%) (41.2%) (52.6%)

不　明 15,535 1,621 12,915 1,631 19,041 2,361 53,761 8,074 72,408 9,124

（ 割 合 ） (5.3%) (3.9%) (4.5%) (3.8%) (7.1%) (5.4%) (21.0%) (19.1%) (24.7%) (21.4%)

計 295,707 41,957 35,108 285,529 42,821 35,532 268,816 43,795 35,520 256,451 42,282 34,177 293,529 42,610 34,138

男　性 20,985 3,370 3,060 20,809 3,496 2,925 18,974 3,540 2,885 17,568 3,335 2,762 18,424 3,305 2,654

（ 割 合 ） (61.0%) (52.2%) (51.7%) (62.7%) (51.9%) (51.0%) (60.5%) (51.2%) (50.3%) (59.0%) (48.5%) (48.2%) (57.1%) (49.6%) (49.4%)

女  性 13,162 3,083 2,861 12,285 3,227 2,808 12,314 3,369 2,852 11,838 3,492 2,970 12,104 3,248 2,723

（ 割 合 ） (38.3%) (47.8%) (48.3%) (37.0%) (47.9%) (49.0%) (39.3%) (48.7%) (49.7%) (39.7%) (50.8%) (51.8%) (37.5%) (48.7%) (50.6%)

不　明 258 2 100 16 52 11 379 50 1,713 110

（ 割 合 ） (0.7%) (0.0%) (0.3%) (0.2%) (0.2%) (0.2%) (1.3%) (0.7%) (5.3%) (1.7%)

計 34,405 6,455 5,921 33,194 6,739 5,733 31,340 6,920 5,737 29,785 6,877 5,732 32,241 6,663 5,377

男　性 331,374 44,627 34,113 318,145 44,424 34,467 291,465 43,868 33,576 245,253 38,257 32,035 233,192 35,504 31,623

（ 割 合 ） (63.7%) (55.8%) (55.4%) (63.9%) (55.5%) (55.4%) (62.0%) (54.5%) (54.6%) (55.7%) (48.9%) (53.3%) (49.8%) (45.1%) (53.0%)

女  性 173,233 33,695 27,433 167,099 33,987 27,801 157,638 34,062 27,878 134,099 30,660 28,097 135,585 29,023 28,072

（ 割 合 ） (33.3%) (42.1%) (44.6%) (33.5%) (42.5%) (44.6%) (33.6%) (42.3%) (45.4%) (30.5%) (39.2%) (46.7%) (28.9%) (36.8%) (47.0%)

不　明 15,793 1,623 13,015 1,647 20,720 2,572 60,774 9,367 99,753 14,238

（ 割 合 ） (3.0%) (2.0%) (2.6%) (2.1%) (4.4%) (3.2%) (13.8%) (12.0%) (21.3%) (18.1%)

計 520,400 79,945 61,546 498,259 80,058 62,268 469,823 80,502 61,454 440,126 78,284 60,132 468,530 78,765 59,695

（注）１　「不明」は、申込書に性別の記入欄を設けていない試験のため、性別が不明のものである。

　　　２　（　）は、性別区分中の割合である（端数処理のため、合計が１００％とならない場合がある。）。

　　　３　「市区」には、政令指定都市を含む。

町
村

合
計

令和２年度

都
道
府
県

市
区

区　　分
平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度

表１８　競争試験における男女別の受験者数、合格者数、採用者数の推移
（単位：人）



（注）１　「不明」は、申込書に性別の記入欄を設けていない試験のため、性別が不明のものである。

　２　（　）は、各性別区分の全体に占める割合である（端数処理のため、合計が１００％とならない場合がある。）。

図２　過去５年間の競争試験における男女別の受験者数、合格者数の推移
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都道府県 47 47 25,073 1,759 41 8,551 959 40 16,522 800

指定都市 20 20 16,663 1,034 18 6,724 539 16 9,939 495

市区町村 1,722 839 56,719 5,538 592 21,443 2,584 438 35,276 2,954

合計 1,789 906 98,455 8,331 651 36,718 4,082 494 61,737 4,249

（参考）中途採用試験（令和元年度に実施したもの）

都道府県 47 44 11,491 1,209 40 7,835 877 16 3,656 332

指定都市 20 20 9,943 872 19 8,082 612 5 1,861 260

市区町村 1,722 730 32,591 4,259 576 19,674 2,441 268 12,917 1,818

合計 1,789 794 54,025 6,340 635 35,591 3,930 289 18,434 2,410

注１）「経験者採用試験」とは、民間企業に勤務する等一定の社会経験を有する者を対象とした採用試験

注２）「経歴不問の中途採用試験」とは、主に新卒者を対象に行う採用試験及び「経験者採用試験」以外の採用試験

注３）「市区町村」の「団体数」には、市区町村（1,721団体）に加えて、特別区人事委員会が含まれている。

表１９　中途採用試験の実施状況

団体数
経験者採用試験 経歴不問の中途採用試験

実施団体数 受験者数 採用者数 実施団体数実施団体数 受験者数 採用者数

中途採用試験
（令和２年度中に実施したもの）

受験者数 採用者数

実施団体数 受験者数 採用者数 実施団体数 受験者数実施団体数 受験者数 採用者数

経験者採用試験 経歴不問の中途採用試験

中途採用試験
（令和元年度中に実施したもの）

採用者数



地方公務員の職員採用試験の実施方法に関する調査

○ デジタル人材確保や児童福祉人材確保のための試験区分など、新たな採用試験区分が設けられた。

１．職務経験不問の試験（新規学卒者等の採用を想定）

○ 直近５年間（平成28年度～令和２年度）における一般職の職員（※１）の採用試験（※２）について、

実施方法の工夫等の地方公共団体の取組状況を調査。

（※１）会計年度任用職員、臨時的任用職員及び任期付採用職員を除く。

（※２）障害者を対象とする採用試験、就職氷河期世代の支援に係る中途採用試験を除く。

※ 勤務条件等に関する調査の附帯調査（附帯調査表２）

（１）採用試験区分の新設

○その他の試験区分の新設の内容（主なもの）

・公務員試験対策の不要な試験区分

・福祉関係職種を採用するための試験区分

・土木・建築関係職種を採用するための試験区分

・学芸員・文化財関係職種を採用するための試験区分

・保健師を採用するための試験区分

・心理関係職種を採用するための試験区分

・通常の採用スケジュールとは異なるスケジュールで実施する試験区分

・栄養士を採用するための試験区分

・農業・林業関係職種を採用するための試験区分

・保育士を採用するための試験区分 1

合 計

都道府県 指定都市 市区町村

①デジタル人材（情報、ICT、デジタル等）確保

のための試験区分の新設

2

(4.3%)

0

(0.0%)

41

(2.4%)

43

(2.4%)

②児童福祉人材確保のための試験区分の新設 7

(14.9%)

2

(10.0%)

75

(4.4%)

84

(4.7%)

③その他の試験区分の新設 16

(34.0%)

10

(50.0%)

115

(6.7%)

141

(7.9%)

（注）本調査において「市区町村」には、1721団体に加えて、特別区人事委員会が含まれている。

別添２



○ 受験者を増加するための工夫や、人物重視の採用を指向した取組、新たな面接方法の導入等が行われた。

（2）既存の採用試験実施上の見直し

合 計

都道府県 指定都市 市区町村
①受験資格の緩和

（年齢上限の引き上げ・撤廃等）

24

(51.1%)

14

(70.0%)

689

(40.0%)

727

(40.6%)

②試験日程の変更

（試験日程の前倒し・短縮、実施日の変更等）

21

(44.7%)

8

(40.0%)

405

(23.5%)

434

(24.3%)
③試験実施日を休日に設定

（就労中の受験者への配慮等）

5

(10.6%)

4

(20.0%)

513

(29.8%)

522

(29.2%)
④試験会場の管外設置

（テストセンターの活用等を含む）

13

(27.7%)

3

(15.0%)

228

(13.2%)

244

(13.6%)
⑤教養試験・専門試験・論文試験等の

試験対策が必要な科目の廃止

19

(40.4%)

11

(55.0%)

318

(18.5%)

348

(19.5%)
⑥SPI等の適性検査の導入 9

(19.1%)

9

(45.0%)

427

(24.8%)

445

(24.9%)
⑦口述試験、グループワーク等の人物試験

の配点比率の増加

6

(12.8%)

3

(15.0%)

261

(15.2%)

270

(15.1%)
⑧WEB面接の導入 4

(8.5%)

1

(5.0%)

84

(4.9%)

89

(5.0%)
⑨録画面接の導入 0

(0.0%)

0

(0.0%)

23

(1.3%)

23

(1.3%)
⑩その他の既存試験の見直し 18

(38.3%)

7

(35.0%)

102

(5.9%)

127

(7.1%)

○その他の既存試験の見直しの内容（主なもの）

・集団討論の導入・廃止
・グループワークの導入
・試験回数の増加

・出題分野の選択制の導入
・エントリーシート・書類選考の導入
・出題分野・出題数の削減

・論文試験・記述式試験の廃止
・面接回数の増加・削減
・合格基準の見直し

・実地試験の導入
・プレゼンテーション試験の導入

2



○ 共同採用の実施のほか、試験の実務に関し複数自治体間で連携を行っている事例が見られた。

（3）複数自治体間の連携

合 計

都道府県 指定都市 市区町村

①共同採用の実施 7

(14.9%)

0

(0.0%)

34

(2.0%)

41

(2.3%)

②その他の自治体間の連携 1

(2.1%)

2

(10.0%)

29

(1.7%)

32

(1.8%)

○その他の自治体間の連携の内容（主なもの）

・合同業務説明会の実施

・試験会場の共同使用

・試験問題の研究・印刷の共同実施

・試験問題の手配・採点の共同実施

3



○ 事務職のほか、事務職（警察）・警察官、保健師、消防職など多くの職種で取組が進められていた。

（4） (1)～(３)の取組を行った試験の職種区分

合 計

都道府県 指定都市 市区町村
①事務職 35

(74.5%)
17

(85.0%)
1044

(60.6%)
1096

(61.3%)

②土木職 32
(68.1%)

11
(55.0%)

737
(42.8%)

780
(43.6%)

③建築職 27
(57.4%)

10
(50.0%)

527
(30.6%)

564
(31.5%)

④その他技術職
（電気、機械、造園、林業等含む）

32
(68.1%)

10
(50.0%)

238
(13.8%)

280
(15.7%)

⑤保健師 18
(38.3%)

8
(40.0%)

808
(46.9%)

834
(46.6%)

⑥看護師・助産師 4
(8.5%)

2
(10.0%)

195
(11.3%)

201
(11.2%)

⑦保育士・幼稚園教諭 4
(8.5%)

13
(65.0%)

667
(38.7%)

684
(38.2%)

⑧消防職 0
(0.0%)

6
(30.0%)

186
(44.8%)

192
(43.9%)

⑨事務職（警察）・警察官 29
(61.7%)

－ －
29

(61.7%)
⑩その他資格職（医師、薬剤師、作業療法士、

歯科衛生士、管理栄養士、臨床検査技師等含む）

24
(51.1%)

13
(65.0%)

315
(18.3%)

352
(19.7%)

⑪福祉職（児童福祉司、精神保健福祉士、

社会福祉士、介護士等含む）

22
(46.8%)

9
(45.0%)

349
(20.3%)

380
(21.2%)

⑫その他 1
(2.1%)

0
(0.0%)

60
(3.5%)

61
(3.4%)

○その他の職種区分（主なもの）

・技能労務職 ・学芸員 ・心理士 ・図書館司書 ・農業専門職 ・情報技術者 4
（注）「⑧消防職」の割合においては、令和3年4月1日時点の
単独消防本部数を使用している。
（都道府県：1、指定都市：20、市区町村：415）



○ 取組の効果としては、新規学卒者のほか、民間企業経験者、管外居住者、就労中の者など受験者の増加

等が挙げられた。

（5） (1)～(３)の取組の効果

合 計

都道府県 指定都市 市区町村
①欠員を防ぐことが可能になった 5

(10.6%)

3

(15.0%)

218

(12.7%)

226

(12.6%)
②新規学卒者の受験者が増加した 19

(40.4%)

10

(50.0%)

332

(19.3%)

361

(20.2%)
③官公庁（国、他自治体等）経験者である

受験者が増加した

3

(6.4%)

0

(0.0%)

109

(6.3%)

112

(6.3%)
④民間企業経験者である受験者が増加した 7

(14.9%)

3

(15.0%)

442

(25.7%)

452

(25.3%)
⑤専門的な資格やスキルを持つ受験者が

増加した

6

(12.8%)

6

(30.0%)

146

(8.5%)

158

(8.8%)
⑥管外に居住する受験者が増加した 10

(21.3%)

1

(5.0%)

388

(22.5%)

399

(22.3%)
⑦就労中の受験者が増加した 6

(12.8%)

5

(25.0%)

390

(22.6%)

401

(22.4%)
⑧辞退率が低下した 4

(8.5%)

2

(10.0%)

53

(3.1%)

59

(3.3%)
⑨採用業務の負担が軽減された 10

(21.3%)

4

(20.0%)

155

(9.0%)

169

(9.4%)
⑩その他 7

(14.9%)

3

(15.0%)

68

(3.9%)

78

(4.4%)

○その他の効果（主なもの）

・受験者が増加した
・人物重視の採用を行うことができた
・人物面を評価することが可能となった

・受験者の負担軽減が図られた
・感染防止対策を実施できた
・年齢が高い受験者が増加した

・辞退者が増加した

5



○ デジタル人材確保や児童福祉人材確保のための試験区分など、新たな採用試験区分が設けられた。

２．経験者採用試験

（１）採用試験区分の新設

合 計

都道府県 指定都市 市区町村

①デジタル人材（情報、ICT、デジタル等）確保

のための試験区分の新設

5

(10.6%)

4

(20.0%)

104

(6.0%)

113

(6.3%)

②児童福祉人材確保のための試験区分の新設 4

(8.5%)

2

(10.0%)

74

(4.3%)

80

(4.5%)

③その他の試験区分の新設 16

(34.0%)

5

(25.0%)

206

(12.0%)

227

(12.7%)

○その他の試験区分の新設の内容（主なもの）

・職種を問わない経験者採用試験区分

・土木・建築関係職種を採用するための試験区分

・行政職を採用するための試験区分

・福祉関係職種を採用するための試験区分

・公務員試験対策の不要な試験区分

・医療関係職種を採用するための試験区分

・保育士を採用するための試験区分

・学芸員・文化財関係職種を採用するための試験区分

・電気・機械関係職種を採用するための試験区分

・保健師を採用するための試験区分

・観光・地方創生関係職種を採用するための試験区分

6



○ 受験者を増加するための工夫や、人物重視の採用を指向した取組、新たな面接方法の導入等が行われた。

（2）既存の採用試験実施上の見直し

合 計

都道府県 指定都市 市区町村
①受験資格の緩和

（年齢上限の引き上げ・撤廃等）

16

(34.0%)

10

(50.0%)

485

(28.2%)

511

(28.6%)
②試験日程の変更

（試験日程の前倒し・短縮、実施日の変更等）

3

(6.4%)

1

(5.0%)

220

(12.8%)

224

(12.5%)
③試験実施日を休日に設定

（就労中の受験者への配慮等）

5

(10.6%)

3

(15.0%)

376

(21.8%)

384

(21.5%)
④試験会場の管外設置

（テストセンターの活用等を含む）

7

(14.9%)

1

(5.0%)

149

(8.7%)

157

(8.8%)
⑤教養試験・専門試験・論文試験等の

試験対策が必要な科目の廃止
2

(4.3%)

5

(25.0%)

263

(15.3%)

270

(15.1%)
⑥SPI等の適性検査の導入 4

(8.5%)

6

(30.0%)

289

(16.8%)

299

(16.7%)
⑦口述試験、グループワーク等の人物試験

の配点比率の増加
4

(8.5%)

1

(5.0%)

150

(8.7%)

155

(8.7%)
⑧WEB面接の導入 2

(4.3%)

2

(10.0%)

77

(4.5%)

81

(4.5%)
⑨録画面接の導入 0

(0.0%)

0

(0.0%)

14

(0.8%)

14

(0.8%)
⑩その他の既存試験の見直し 5

(10.6%)

2

(10.0%)

50

(2.9%)

57

(3.2%)

○その他の既存試験の見直しの内容（主なもの）

・集団討論の導入・廃止
・グループワークの導入

・エントリーシート・書類選考の導入
・試験回数の増加 7



○ 共同採用の実施のほか、試験の実務に関し複数自治体間で連携を行っている事例が見られた。

（3）複数自治体間の連携

合 計

都道府県 指定都市 市区町村

①共同採用の実施 0

(0.0%)

0

(0.0%)

11

(0.6%)

11

(0.6%)

②その他の自治体間の連携 1

(2.1%)

0

(0.0%)

12

(0.7%)

13

(0.7%)

○その他の自治体間の連携の内容（主なもの）

・合同業務説明会の実施

・試験会場の共同使用

・試験問題の研究・印刷の共同実施

・試験問題の手配・採点の共同実施

8



○ 事務職のほか、土木職、建築職、保健師など多くの職種で取組が進められていた。

（4） (1)～(３)の取組を行った試験の職種区分

合 計

都道府県 指定都市 市区町村
①事務職 27

(57.4%)
9

(45.0%)
639

(37.1%)
675

(37.7%)

②土木職 27
(57.4%)

11
(55.0%)

459
(26.7%)

497
(27.8%)

③建築職 10
(21.3%)

11
(55.0%)

330
(19.2%)

351
(19.6%)

④その他技術職
（電気、機械、造園、林業等含む）

13
(27.7%)

10
(50.0%)

148
(8.6%)

171
(9.6%)

⑤保健師 4
(8.5%)

3
(15.0%)

315
(18.3%)

322
(18.0%)

⑥看護師・助産師 0
(0.0%)

1
(5.0%)

110
(6.4%)

111
(6.2%)

⑦保育士・幼稚園教諭 1
(2.1%)

3
(15.0%)

278
(16.1%)

282
(15.8%)

⑧消防職 0
(0.0%)

1
(5.0%)

47
(11.3%)

48
(11.0%)

⑨事務職（警察）・警察官 1
(2.1%)

－ －
1

(2.1%)
⑩その他資格職（医師、薬剤師、作業療法士、

歯科衛生士、管理栄養士、臨床検査技師等含む）

3
(6.4%)

4
(20.0%)

139
(8.1%)

146
(8.2%)

⑪福祉職（児童福祉司、精神保健福祉士、

社会福祉士、介護士等含む）

7
(14.9%)

5
(25.0%)

172
(10.0%)

184
(10.3%)

⑫その他 0
(0.0%)

2
(10.0%)

35
(2.0%)

37
(2.1%)

○その他の職種区分（主なもの）

・情報技術者 ・技能労務職 ・学芸員 ・心理士 ・農業専門職 9
（注）「⑧消防職」の割合においては、令和3年4月1日時点の単
独消防本部数を使用している。
（都道府県：1、指定都市：20、市区町村：415）



○ 取組の効果としては、民間企業経験者のほか、就労中の者、管外居住者、専門的な資格やスキルを持つ

者など受験者の増加等が挙げられた。

（5） (1)～(３)の取組の効果

合 計

都道府県 指定都市 市区町村
①欠員を防ぐことが可能になった 2

(4.3%)

4

(20.0%)

176

(10.2%)

182

(10.2%)
②新規学卒者の受験者が増加した 1

(2.1%)

0

(0.0%)

45

(2.6%)

46

(2.6%)
③官公庁（国、他自治体等）経験者である

受験者が増加した

9

(19.1%)

1

(5.0%)

163

(9.5%)

173

(9.7%)
④民間企業経験者である受験者が増加した 19

(40.4%)

6

(30.0%)

549

(31.9%)

574

(32.1%)
⑤専門的な資格やスキルを持つ受験者が

増加した

5

(10.6%)

6

(30.0%)

234

(13.6%)

245

(13.7%)
⑥管外に居住する受験者が増加した 10

(21.3%)

1

(5.0%)

262

(15.2%)

273

(15.3%)
⑦就労中の受験者が増加した 8

(17.0%)

4

(20.0%)

361

(21.0%)

373

(20.8%)
⑧辞退率が低下した 2

(4.3%)

0

(0.0%)

19

(1.1%)

21

(1.2%)
⑨採用業務の負担が軽減された 3

(6.4%)

2

(10.0%)

97

(5.6%)

102

(5.7%)
⑩その他 3

(6.4%)

1

(5.0%)

33

(1.9%)

37

(2.1%)

○その他の効果（主なもの）

・人物面を評価することが可能となった
・受験者が増加した
・受験者の負担軽減が図られた

・求める人材の採用ができた
・人物重視の採用を行うことができた
・感染防止対策を実施できた 10



○ 電子申請サービスの活用や採用管理システムの導入などにより採用業務効率化等の取組が進んでいる。

また、SPI等の適性検査の導入やテストセンター方式の導入、WEB試験・WEB面接の導入などの受験者の

増加・多様化のための取組が、採用業務効率化にも繋がっている。

（1）職務経験不問の試験（新規学卒者等の採用を想定）

○その他の採用業務効率化等の取組内容（主なもの）

・SPI等の適性検査の導入、テストセンター方式の導入

・WEB試験・WEB面接の導入

・採用試験問題作成・採点の外部委託

・試験の他団体との合同実施

・町村会等で採用管理を実施

３．併せて行った採用業務効率化等の取組内容

（2）経験者採用試験

合 計

都道府県 指定都市 市区町村

①採用管理システムの導入 16

(34.0%)

5

(25.0%)

95

(5.5%)

116

(6.5%)

②電子申請サービスの活用 41

(87.2%)

16

(80.0%)

369

(21.4%)

426

(23.8%)

③その他 4

(8.5%)

3

(15.0%)

119

(6.9%)

126

(7.0%)

合 計

都道府県 指定都市 市区町村

①採用管理システムの導入 14

(29.8%)

5

(25.0%)

67

(3.9%)

86

(4.8%)

②電子申請サービスの活用 31

(66.0%)

15

(75.0%)

237

(13.8%)

283

(15.8%)

③その他 1

(2.1%)

3

(15.0%)

81

(4.7%)

85

(4.8%)

※直近５年間に限らず調査を実施

11
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